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 資料２  

 

子ども・子育て支援事業計画における 

「量の見込み」の算出について 
 

Ⅰ．子ども・子育て支援事業計画 需要量見込み算出の流れ 

内閣府より、平成 31 年４月 23 日付事務連絡にて、「第二期市町村子ども・子育て支援事業計

画等における「量の見込み」の算出等の考え方（改訂版）」において、「量の見込み」の算出等の

考え方が提示されたことから、手引きの算出方法の考え方に準拠し算出します。 

 

■算出の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アンケート調査結果を基に家庭類型を分類し、構成比を算出する 

家庭類型（潜在）別児童数の算出 

子どもの人口の推計（令和２～６年） 

教育・保育の需要量の見込みの算出 

・１号認定 

・２号認定（教育ニーズ） 

・２号認定（保育の実施） 

・３号認定 

地域子ども・子育て支援事業の需要量の見込みの算出 

・時間外保育事業  

・放課後児童健全育成事業 

・子育て短期支援事業（ショートステイ） 

・地域子育て支援拠点事業 

・一時預かり事業 

・病児・病後児保育事業 

・ファミリーサポートセンター事業 

アンケート調査結果を基にした利用意向率 

整備量、確保策の検討 
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Ⅱ．家庭類型の算出 

１．現在の家庭類型の分類 

現在の家庭類型については、アンケート調査結果（ひとり親家庭は問５、就労形態等は問 10～

17）から、下記の８類型に分類します。 

 

タイプ 父母の有無と就労状況 

タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 

タイプＣ フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月 120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 

タイプＤ 専業主婦（夫） 

タイプＥ パートタイム×パートタイム 

（就労時間：双方が月 120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム 

（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 

タイプＦ 無業×無業 

 

■タイプＢからタイプＦの設定 

 

子ども・子育て支援法施行規則（平成 26 年６月９日内閣府令第 44 号）において、教育・保育

給付を受ける場合の保育を必要とする事由が定められており、このうち、保護者のいずれもが労

働することを常態とする場合については、その労働時間の下限を月４８時間から６４時間までの

範囲で市町村が定めることとなっており、本市においては、労働時間の下限を月 48 時間として

います。 
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■現在の家庭類型構成比 

 

 

 

 

 

  

■０歳～就学前

実数 割合
タイプＡ ひとり親 65 0.06
タイプＢ フルタイム×フルタイム 386 0.35
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 358 0.32
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 58 0.05
タイプＤ 専業主婦（夫） 237 0.21
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 1 0.00
タイプＦ 無業×無業 1 0.00

1106 1.0

現在

全体

■０歳

実数 割合
タイプＡ ひとり親 6 0.03
タイプＢ フルタイム×フルタイム 85 0.37
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 43 0.19
タイプＣ’フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 10 0.04
タイプＤ 専業主婦（夫） 87 0.38
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＥ’パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＦ 無業×無業 0 0.00

231 1.0全体

現在

■１・２歳

実数 割合
タイプＡ ひとり親 15 0.05
タイプＢ フルタイム×フルタイム 123 0.38
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 93 0.29
タイプＣ’フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 15 0.05
タイプＤ 専業主婦（夫） 75 0.23
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＥ’パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＦ 無業×無業 0 0.00

321 1.0

現在

全体

■３歳～就学前

実数 割合
タイプＡ ひとり親 44 0.08
タイプＢ フルタイム×フルタイム 178 0.32
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 222 0.40
タイプＣ’フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 33 0.06
タイプＤ 専業主婦（夫） 75 0.14
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＥ’パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 1 0.00
タイプＦ 無業×無業 1 0.00

554 1.0全体

現在
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２．潜在家庭類型の分類 

現在の家庭類型に、「母親の就労状況の変更希望」（アンケート調査 問 12、問 13-①）を加味

したものを潜在家庭類型とし、「量の見込み」の算出は、潜在家庭類型に基づき、算出します。 

 

■潜在家庭類型構成比 

 

 

 

 

 

  

■０歳～就学前

実数 割合
タイプＡ ひとり親 65 0.06
タイプＢ フルタイム×フルタイム 442 0.40
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 347 0.31
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 65 0.06
タイプＤ 専業主婦（夫） 186 0.17
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 1 0.00
タイプＦ 無業×無業 0 0.00

1106 1.0

潜在

全体

■０歳

実数 割合
タイプＡ ひとり親 6 0.03
タイプＢ フルタイム×フルタイム 100 0.43
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 47 0.20
タイプＣ’フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 9 0.04
タイプＤ 専業主婦（夫） 69 0.30
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＥ’パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＦ 無業×無業 0 0.00

231 1.0

潜在

全体

■１・２歳

実数 割合
タイプＡ ひとり親 15 0.05
タイプＢ フルタイム×フルタイム 136 0.42
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 92 0.29
タイプＣ’フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 21 0.07
タイプＤ 専業主婦（夫） 57 0.18
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＥ’パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＦ 無業×無業 0 0.00

321 1.0

潜在

全体

■３歳～就学前

実数 割合
タイプＡ ひとり親 44 0.08
タイプＢ フルタイム×フルタイム 206 0.37
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 208 0.38
タイプＣ’フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 35 0.06
タイプＤ 専業主婦（夫） 60 0.11
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＥ’パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 1 0.00
タイプＦ 無業×無業 0 0.00

554 1.0全体

潜在
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Ⅲ．子どもの人口の推計 

子どもの人口の推計については、第一期計画策定時と同様、住民基本台帳人口（平成 27～31

年の各４月１日時点の人口）を用いたコーホート変化率法により推計しました。 

コーホート変化率法とは、過去における実績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき

将来人口を推計する方法で、推計が比較的近い将来の人口であり、変化率の算出基礎となる近い

過去に特殊な人口変動がなく、また推計対象となる近い将来にも特殊な人口変動が予想されない

場合に用いる手法です。 

（「コーホート」：同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集団） 

１歳以上の各年齢別人口の推計は、その前年における 1 歳下の人口に「コーホート変化率」を

乗じることによって、推計することができます。 

０歳人口の推計では、「１歳下の人口」が存在しないため、母親となり得る女性の人口（15～

49 歳）と出生率から、推計します。 

単位：人 

 
2019年 

（ 平 成 3 1 年 ） 

2020年 

（令和 2 年） 

2021年 

（令和 3 年） 

2022年 

（令和 4 年） 

2023年 

（令和 5 年） 

2024年 

（令和 6 年） 

0歳 556 544 529 515 505 492 

1歳 580 572 560 545 531 521 

2歳 611 574 566 554 539 525 

3歳 617 607 570 562 550 535 

4歳 644 612 602 565 557 545 

5歳 668 647 615 605 568 560 

6歳 679 654 633 602 592 555 

7歳 723 680 655 634 603 593 

8歳 703 726 683 658 637 606 

9歳 708 701 724 681 656 635 

10歳 764 711 704 727 684 659 

11歳 754 760 707 700 723 680 

0～5歳合計 3,676 3,556 3,442 3,346 3,250 3,178 

6～11歳合計 4,331 4,232 4,106 4,002 3,895 3,728 

合計 8,007 7,788 7,548 7,348 7,145 6,906 
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Ⅳ．量の見込みの算出 

１．潜在家庭類型別児童数の算出 

年度ごとの推計児童数に潜在家庭類型割合を乗じて、潜在家庭類型別児童数を算出します。 

 

■０歳～就学前（令和２年） 

 

■０歳（令和２年） 

 

■１・２歳（令和２年） 

 

■３歳～就学前（令和２年） 

 

令和３～６年の家庭類型別児童数についても同様の手順で算出します。 

 

 

２．量の見込みの算出 

年度ごとの潜在家庭類型別児童数に利用意向率を乗じて、量の見込みを算出します。 

また、算出した量の見込みを分析するとともに、必要に応じて本市における事業の実績等を基

に量の見込みのを算出し、今後、子ども・子育て会議での意見等を踏まえて修正、見直しを行い

ます。 

  

a:推計児童数（人） b:潜在家庭類型（割合） c:家庭類型別児童数
タイプＡ ひとり親 × 0.059 = 209
タイプＢ フルタイム×フルタイム × 0.400 = 1,421
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.314 = 1,116
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.059 = 209
タイプＤ 専業主婦（夫） × 0.168 = 598
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.000 = 0
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.001 = 3
タイプＦ 無業×無業 × 0.000 = 0

3,556

a:推計児童数（人） b:潜在家庭類型（割合） c:家庭類型別児童数
タイプＡ ひとり親 × 0.026 = 14
タイプＢ フルタイム×フルタイム × 0.433 = 235
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.203 = 111
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.039 = 21
タイプＤ 専業主婦（夫） × 0.299 = 162
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.000 = 0
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.000 = 0
タイプＦ 無業×無業 × 0.000 = 0

544

a:推計児童数（人） b:潜在家庭類型（割合） c:家庭類型別児童数
タイプＡ ひとり親 × 0.047 = 54
タイプＢ フルタイム×フルタイム × 0.424 = 486
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.287 = 328
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.065 = 75
タイプＤ 専業主婦（夫） × 0.178 = 203
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.000 = 0
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.000 = 0
タイプＦ 無業×無業 × 0.000 = 0

1,146

a:推計児童数（人） b:潜在家庭類型（割合） c:家庭類型別児童数
タイプＡ ひとり親 × 0.079 = 148
タイプＢ フルタイム×フルタイム × 0.372 = 694
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.375 = 701
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.063 = 118
タイプＤ 専業主婦（夫） × 0.108 = 202
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.000 = 0
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.002 = 3
タイプＦ 無業×無業 × 0.000 = 0

1,866
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Ⅴ．量の見込みについて 

１．教育・保育に関する量の見込みについて 

① １号認定 

 １号認定 

事業概要 ３～５歳児で保育の必要性がない子ども（主に、専業主婦（夫）または短時間

のパートタイム就労の家庭など）に対し、就学前教育を実施します。 

対象年齢 ３～５歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：Ｃ’、Ｄ、Ｅ’、Ｆ 

調査対象年齢：３～５歳 

関連する設問：問 21 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 215 205 199 193 189  
 
 

算出方法等 【補正理由】 

第１期計画において見込みと実績値が乖離していたため、実績値を考慮し算出

した。 

【補正】 

平成 27～31 年度の実績数合計に第１期計画の量の見込み合計を除した値を算

出し(0.567)、国の手引きで算出した値に乗ずる。 

 

■補正後 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 122 116 113 109 107  
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②-１ ２号認定（教育ニーズ） 

 ２号認定（教育ニーズ） 

事業概要 ３～５歳児で保育の必要性はあるが幼稚園教育の希望が強いと想定される子ど

もに対し、就学前教育を実施します。 

対象年齢 ３～５歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ 

調査対象年齢：３～５歳 

関連する設問：問 19-① 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 145 139 135 130 127  
 
 

算出方法等 【補正理由】 

第１期計画において見込みと実績値が乖離していたため、実績値を考慮し算出

した。 

【補正】 

平成 27～31 年度の実績数合計に第１期計画の量の見込み合計を除した値を算

出し(0.567)、国の手引きで算出した値に乗ずる。 

 

■補正後 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 82 79 77 74 72  
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②-２ ２号認定（保育の実施） 

 ２号認定（保育の実施） 

事業概要 ３～５歳児で保育の必要な子ども（主に、両親が共働きまたは長時間のパート

タイム就労など）に対し、保育を実施します。 

対象年齢 ３～５歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ 

調査対象年齢：３～５歳 

関連する設問：問 21 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 1,369 1,311 1,270 1,229 1,203  
 
 

算出方法等 【補正理由】 

第１期計画において見込みと実績値が乖離していたため、実績値を考慮し算出

した。 

 

【補正】 

３～５歳の人口推計値から上記で算出した「１号認定」「２号認定（教育ニー

ズ」の値を減ずる。 

 

■補正後 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 1,662 1,592 1,542 1,492 1,461  
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③-１ ３号認定（０歳児） 

 ３号認定（０歳児） 

事業概要 ０歳児で保育の必要な子ども（主に、両親が共働きまたは長時間のパートタイ

ム就労など）に対し、保育を実施します。 

対象年齢 ０歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ 

調査対象年齢：０歳 

関連する設問：問 21 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 351 341 332 326 317  
 
 

【補正】 

育児休業の取得状況を考慮し算出 

※問 33①で「育児休業を取得中である」を回答した人の割合 

（単位：％） 

家庭類型 Ａ Ｂ Ｃ Ｅ 

育児休業取得率 0 46.5 15.6 0 
 
 

■補正後 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 228 222 216 211 206  
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③-２ ３号認定（１・２歳児） 

 ３号認定（１・２歳児） 

事業概要 １・２歳児で保育の必要な子ども（主に、両親が共働きまたは長時間のパート

タイム就労など）に対し、保育を実施します。 

対象年齢 １・２歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ 

調査対象年齢：１・２歳 

関連する設問：問 21 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 817 803 784 763 746  
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２．地域子ども・子育て支援事業 

① 時間外保育事業 

 延長保育事業 

本市事業 時間外保育事業（延長保育事業） 

事業概要 11時間の開所時間を超えて保育を実施します。 

対象年齢 ０歳～５歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ 

調査対象年齢：０～５歳 

関連する設問：問 21、問 21-①（18時半以降の利用意向） 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

※問８でお子さんを日常的にみてもらえる人を除く（前回と同様の補正） 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 138 134 130 126 123  
  

算出方法等 【補正理由】 

第１期計画において見込みと実績値が乖離していたため、実績値を考慮し算出

した。 

 

【補正】 

平成 27～30 年度の実績数合計に第１期計画の量の見込み合計を除した値を算

出し(0.144)、国の手引きで算出した値に乗ずる。 

 

■補正後 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 20 19 19 18 18  
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② 放課後児童健全育成事業 

 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

本市事業 放課後児童健全育成事業 

事業概要 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、放課後に適切な遊びや

生活の場を提供し、その健全育成を図ります。 

対象年齢 小学１年生から小学６年生まで（６歳から 11歳まで） 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ 

調査対象年齢：小学１年生から小学６年生まで（６歳から 11歳まで） 

関連する設問：問 20（小学生調査） 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

小学 1年生 223 216 205 202 189  

小学 2年生 187 180 174 166 163  

小学 3年生 106 99 96 93 88  

小学 4年生 56 57 54 52 50  

小学 5年生 36 36 37 35 34  

小学 6年生 21 20 20 20 19  
 
 

算出方法等 【補正理由】 

国の手引きに基づく算出と実績値が乖離していたため、実績値を考慮し算出し

た。 

【補正】 

平成 27～31 年度における放課後児童クラブ設置校区の学年ごとの放課後児童

クラブ利用率の最大値に人口推計値を乗じ算出。 

 

■補正後 

（単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

（利用率） 

小学 1年生 302 292 278 273 256 46.1％ 

小学 2年生 243 234 226 215 212 35.7％ 

小学 3年生 171 161 155 150 143 23.5％ 

小学 4年生 69 72 67 65 63 9.9％ 

小学 5年生 31 31 32 30 29 4.4％ 

小学 6年生 12 11 11 11 11 1.6％ 
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③ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 子育て短期支援事業 

本市事業 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

事業概要 保護者の病気などの理由により、養育が一時的に困難となった場合や緊急一時

的に保護を必要とする場合に、児童養護施設などで子どもを一時的に養育また

は保護します。 

対象年齢 ０～５歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：全て 

調査対象年齢：０～５歳 

関連する設問：問 32、問 32-① 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

（単位：人日） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 6 6 6 6 6  
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④ 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

 地域子育て支援拠点事業 

本市事業 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

事業概要 子育て支援の拠点として、親子が気軽に集える場の提供と、子育ての負担感の

軽減と不安感の解消をめざし、子育て相談や情報提供を行います。 

対象年齢 ０～２歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：全て 

調査対象年齢：０～２歳 

関連する設問：問 26、問 27 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人） 

■国の手引きに基づく算出 

（単位：人回） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 3,246 3,179 3,100 3,026 2,955  
 
 

算出方法等 【補正理由】第１期計画において、見込みと実績値が乖離していたため、実績

値を考慮し算出した。 

【補正】平成 27～30年度の利用延人数実績合計に、第１期計画の量の見込み合

計を除した値を算出（8.595）し、国の手引きで算出した値に乗ずる。 

 

■補正後 

（単位：人回） 

 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 27,899 27,323 26,645 26,008 25,398  
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⑤-１ 一時預かり事業（幼稚園型） 

 一時預かり事業 

本市事業 一時預かり事業（幼稚園型） 

事業概要 幼稚園在園児の保護者の就労時間等の都合によって、降園時間後も引き続き預

かります。 

対象年齢 ３～５歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

１号（幼稚園の利用希望が強いと想定されるもの）認定による利用 

対象家庭類型：C’、D、E’、F 

調査対象年齢：３～５歳 

関連する設問：問 19-①、問 21、問 30、問 31 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日） 

 

２号（幼稚園の利用希望が強いと想定されるもの）認定による利用 

対象家庭類型：A、B、C、E 

調査対象年齢：３～５歳 

関連する設問：問 11-① 

算出方法：「２号認定のうち幼児期の学校教育の利用希望が強いと想定される者」の数 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

※問８でお子さんを日常的にみてもらえる人を除く（前回と同様の補正） 

（単位：人日） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

１号認定 1,201 1,151 1,115 1,079 1,056  

２号認定 19,274 18,458 17,890 17,301 16,940  
 
 

算出方法等 【補正理由】 

第１期計画において見込みと実績値が乖離していたため、実績値を考慮し算出

した。 

【補正】 

平成 27～30 年度の実績数合計に第１期計画の量の見込み合計を除した値を算

出し(0.572)、国の手引きで算出した値に乗ずる。 

 

■補正後 

（単位：人日） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

１号認定 687 658 638 617 604  

２号認定 11,025 10,558 10,233 9,896 9,690  
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⑤-２ 幼稚園型を除く一時預かり事業（ファミリー・サポート・センター事業含む） 

 一時預かり事業 

本市事業 幼稚園型を除く一時預かり事業(ファミリー･サポート･センター事業含む) 

事業概要 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった子どもを一時的に預か

ります。 

対象年齢 ０～５歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：全て 

調査対象年齢：０～２歳 

関連する設問：問 19-①（定期事業を利用していない人）、問 30 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」－「一時預かり事業（幼稚園型）（1号認定による

利用のみ）の利用意向日数」―「問 30（不定期事業の利用状況）における「5．ベビーシッター」

「6．その他」の利用日数」＝「量の見込み（人日）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

※問８でお子さんを日常的にみてもらえる人を除く（前回と同様の補正） 

（単位：人日） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 3,150 3,058 2,975 2,892 2,827  
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⑥ 病児・病後児保育事業 

 病児保育事業 

本市事業 病児・病後児保育事業 

事業概要 保護者の就労等の都合により、病気の回復期にある集団保育を受けることが困

難な子どもを、専用施設で一時的に預かり安静を確保し保育します。 

対象年齢 ０～５歳、小学１年生から小学６年生まで（６歳から 11歳まで） 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ 

調査対象年齢：０～５歳 

関連する設問：問 29、問 29-①、問 29-② 

算出方法：「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

・「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 

 

■国の手引きに基づく算出 

※問８でお子さんを日常的にみてもらえる人を除く（前回と同様の補正） 

（単位：人日） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 1,398 1,354 1,316 1,278 1,250  
 
 

算出方法等 【補正理由】 

第１期計画において見込みと実績値が乖離していたため、実績値を考慮し算出

した。 

【補正】 

平成 27～30 年度の実績数合計に第１期計画の量の見込み合計を除した値を算

出し(0.261)、国の手引きで算出した値に乗ずる。 

 

■補正後 

（単位：人日） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

 365 353 343 334 326  
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⑦ ファミリー・サポート・センター事業（就学児） 

 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

本市事業 ファミリー・サポート・センター事業（就学児） 

事業概要 家庭において子どもの世話が一時的に困難となった小学生を一時的に預かりま

す。 

対象年齢 小学校１～６年生 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

対象家庭類型：全て 

調査対象年齢：小学１年生から小学６年生まで（６歳から 11歳まで） 

関連する設問：問 20（小学生調査） 

算出方法：放課後過ごさせたい場所として、「ファミリー・サポート・センタ

ー」を選択した割合に、週当たりの利用意向日数を乗じる。 

 

■国の手引きに基づく算出 

（単位：人日） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

低学年 24 23 22 22 21  

高学年 16 16 15 15 14  
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⑧ 利用者支援事業 

 利用者支援事業 

本市事業 利用者支援事業 

事業概要 教育・保育施設や地域子ども･子育て支援事業を円滑に利用できるよう、情報提

供や相談、助言等を行います。 

対象年齢 － 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

※ニーズ調査なし 

算出方法等 【実績】31年度から「子育て世代包括支援センター」設置 

（単位：か所） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 備考 

基本型・特定型 0 0 0 0 1  

母子保健型 0 1 1 1 1  
 
 

 

 

（単位：か所） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

基本型・特定型 1 1 1 1 1  

母子保健型 1 1 1 1 1  
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⑨ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業） 

 乳児家庭全戸訪問事業 

本市事業 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業） 

事業概要 生後４か月までの乳児がいる家庭を､助産師または保健師が訪問し、子育てに関

する相談や支援が必要な人への、適切なサービスの提供につなげています。 

対象年齢 ０歳 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

※ニーズ調査なし 

アンケート調査による認知度 95.2％、利用度 90.2％ 

算出方法等  

■実績 

（単位：人・件・％） 

 平成 27年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 備考 

対象人数 625 628 597 565  

訪問件数 614 625 595 564  

訪問率 98.2 99.5 99.7 99.8  
 
 

算出方法：０歳推計人口＝対象人数 

 

（単位：件） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

訪問件数 544 529 515 505 492  
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⑩ 養育支援訪問事業 

 養育支援訪問事業等 

本市事業 養育支援訪問事業 

事業概要 養育支援が特に必要な家庭に対し、適切な養育の実施を確保するため、保健師、

家庭児童相談員などが訪問し、養育に関する指導、助言、育児援助等を行いま

す。 

対象年齢 － 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

※ニーズ調査なし 

算出方法等  

■実績 

（単位：件） 

 平成 27年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 備考 

延訪問件数 77 98 183 165  
 
 

１期計画期間の最大値（１桁切捨）で算出 

（単位：件） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

延訪問件数 180 180 180 180 180  
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⑪ 妊婦健康診査 

 妊婦健康診査 

本市事業 妊婦健康診査 

事業概要 安心して妊娠、出産ができるよう妊婦健康診査にかかる費用を助成することに

より、妊婦の健康管理の充実を図ります。 

対象年齢 － 

提供区域 全市 

ニーズ調査 

による推計 

※ニーズ調査なし 

アンケート調査による認知度 84.5％、利用度 75.5％ 

算出方法等  

■実績 

（単位：人） 

 平成 27年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 備考 

対象者数 657 617 595 572  

受診者数 7,538 7,227 7,266 7,002  
 
 

 

０歳推計人口（１桁切捨） 

（単位：人・回） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 備考 

人数 540 520 510 500 490  

検診回数 14 14 14 14 14  
 
 

 


